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労働力調査・一般職業紹介状況（2017年７月） 

失業率は前月から横ばいも変動要因は良い内容 
 

 
 ７月の完全失業率は2.8％と前月から横ばいも、変動要因からは雇用情勢の改善が見てとれる。 

 雇用者数は前月比で５か月連続の増加。女性の雇用増が続く中、男性の雇用も２か月連続で増加。 

 ７月の正社員の有効求人倍率は1.01倍と２か月連続で１倍超え。 

 
１．完全失業率は前月から横ばいも、変動要因からは雇用情勢の改善が見てとれる 

総務省が発表した労働力調査によると、７月の完全失業率（季節調整値）は 2.8％と前月から横ばいと

なり、依然として低い水準を維持している（図表１）。完全失業率の変動要因をみると、就業者の増加（寄

与度-0.2％ポイント）が失業率を低下させた一方、15歳以上人口の増加（同+0.1％ポイント）や労働参加

率の上昇（同+0.1％ポイント）が失業率を押し上げた（図表２）。結果として失業率は横ばいとなったもの 

 

図表１ 完全失業率           図表２ 完全失業率の変動要因（前月差） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図表３ 雇用者数               図表４ 雇用者数（男女別） 
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完全失業率の
変化幅

変動要因 寄与度

 就業者の増加 ▲0.2％ポイント

 15歳以上人口の増加 ＋0.1％ポイント

 労働参加率の上昇 ＋0.1％ポイント

0.0％ポイント

(注)失業率＝失業者数／(失業者数＋就業者数)

(総務省「労働力調査」より当社作成）

    就業者要因…就業者の増加は失業率の低下に寄与する。
　　15歳以上人口要因…15歳以上人口の増加は失業率の上昇に寄与する。
    労働参加率要因…労働参加率の上昇は失業率の上昇に寄与する。

　  労働参加率とは、15歳以上人口における労働市場への参加割合。
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の、変動要因を個別にみると雇用情勢の改善を示すものとなっており、今回の結果も明るい内容と言えよ

う。 

 

また、雇用情勢を判断する上で重要な指標の１つである雇用者数（季節調整値）も７月は前月比+0.3％

の5,846万人と５か月連続で増加した（図表３）。３か月後方移動平均も前月から上昇しており、雇用情勢

は着実に改善していると判断できる。なお、７月の雇用者数の動きを男女別にみると、女性が同+0.3％と

５か月連続で増加し、男性も同+0.3％と２か月連続で増加した（図表４）。男性の雇用者数は 2017 年前半

にやや弱含んで推移していたものの、足元では増加基調に戻りつつありポジティブな材料と言えよう。 

 

２．正社員の有効求人倍率は２か月連続で１倍を上回る 

次に、厚生労働省が発表した一般職業紹介状況をみると、７月の有効求人倍率（有効求人数/有効求職者

数、季節調整値）は 1.52 倍（前月は 1.51 倍）と 1974 年２月（1.53 倍）以来の高水準となり、労働需給

がひっ迫していることが分かる（図表５）。これは分子の有効求人数が前月比横ばいでとどまる中、分母の

有効求職者数が前月比-0.4％と減少したためである。 

また、雇用形態別にみると、７月の正社員の有効求人倍率が1.01倍と前月と同水準となり、２か月連続

で１倍を上回った（図表６）。求人倍率が１倍を超えるということは、正社員の職を求める人以上に、正社

員の求人が存在していることを示しており、正社員の需給が引き締まりつつあることが分かる。もっとも

７月のパートタイムの有効求人倍率は 1.80 倍と正社員（同 1.01 倍）を大きく上回っており、依然として

需給のひっ迫度合いは圧倒的にパートタイムの方が強いことが確認できる。 

なお、新規求人倍率（新規求人数/新規求職申込件数）は2.27倍と前月（2.25倍）から上昇した（図表

５）。分子の新規求人数（前月比-1.3％）が減少したものの、分母の新規求職申込件数（同-2.4％）がそれ

を上回る減少幅となったことが同倍率を押し上げた。企業の採用意欲を示している新規求人数が今年１月

以来（同-2.9％）の減少となった点は若干気がかりではあるが、前月の高い伸び（同+2.4％）の反動が出

た可能性もあることから、依然として増勢は維持されていると考えられる。 

 

 

図表５ 有効求人倍率と新規求人倍率       図表６ 有効求人倍率(正社員とパートタイム) 
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３．全都道府県の有効求人倍率が16か月連続で１倍超え 

また、７月の都道府県別の有効求人倍率（就業地別）は、16か月連続で全都道府県が１倍を上回り、労

働需給の引き締まりが日本全体に広がっていることが分かる（図表７）。地域別にみると、特に北陸地方（福

井県や富山県、石川県など）や中国地方（島根県や岡山県、鳥取県など）の有効求人倍率が相対的に高く、全

体を押し上げている。なお、７月の有効求人倍率が最も高かったのは福井県（2.15 倍）、最も低かったの

は北海道（1.14倍）となった。関東１都３県の有効求人倍率（就業地別）の推移をみると、東京都（1.49倍）

と千葉県（1.45 倍）が前月から低下した一方で、神奈川県（1.37 倍）と埼玉県（1.41 倍）が前月から上

昇した（図表８）。 

 

図表７ 都道府県別の有効求人倍率（就業地別、７月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表８ 関東１都３県の有効求人倍率（就業地別） 
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